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総務文教常任委員長報告 

（H２７．１０．２） 

 総務文教常任委員会に付託されました議案について、審査の経過概要と 

結果を報告いたします。 

  

まず、第１号議案、平成２７年度亀岡市一般会計補正予算（第２号）所管

分について、その主な内容は、 

総務費では、高齢者ドライバーが加害者となる交通事故防止のための、高

齢者運転免許証自主返納支援事業費、また、条例に基づき、決算剰余金の一

部を財政調整基金に積み立てるための財産管理経費の増額補正、 

消防費では、一般財団法人 自治総合センターからの助成を受けた、ＬＥＤ

バルーン照明機購入に係る消防団経費の増額補正、 

教育費では、緊急を要する厨房機器修繕のための、給食センター管理経費

の増額補正であります。 

また、債務負担行為については、計画的な事務執行のため、学校給食加工

等委託経費について設定されております。 

採決の結果は、別段異論なく、全員をもって原案可決すべきものと決定し

ました。 

なお、高齢者運転免許証自主返納支援事業について、その支援内容の更な

る充実を望むものであります。 
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次に、第４８号議案、亀岡市立川東小学校・高田中学校改築工事（建築）（Ⅲ

期）請負契約の締結については、さる８月１９日に入札を執行し、     

４億３，９３４万４千円をもって三煌・石村特定建設工事共同企業体と仮契

約したものを、本契約にしようとするものであります。 

採決の結果は、別段異論なく、全員をもって原案可決すべきものと決定し

ました。 

 

次に、本委員会に付託された請願について、審査の経過概要と結果を報告

いたします。 

受理番号４、「安全保障関連法制」（案）に関する請願については、戦争法

案反対亀岡共同センター他７団体により提出されたものであります。 

その趣旨は、安倍政権による「安全保障関連法制」（案）について、立憲主

義及び憲法第九条を破壊するものとして、市議会において反対の意思を表明

するよう求めるものであります。 

当該法制については、国会での審議が十分になされておらず、国民の大多

数が説明不足と感じていること、憲法学者など、多くの専門家により憲法違

反の指摘がされており、憲法に抵触する恐れがあること、参議院での採決に

ついて、手続き的に問題があると考えること等の理由により容認できないと

の意見が出される一方で、当該法制は、抑止力を高めて戦争を未然に防ぎ、
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国民の平和と安全を守るためのものであること、日本を取り巻く安全保障環

境が大きく変化する中で、国を守る責任は政府にあり、万が一の備えを怠っ

てはならないこと、また、この法制が他国のために海外で武力行使すること

の道を開くものでなく、憲法第九条のもとで許容される自衛のためのもので

あること等の理由により必要であるとの意見が出されました。 

当該請願の採択にあたっては、それぞれの意見・立場に基づき、賛成と反

対の討論がなされましたが、採決の結果は、賛成少数で不採択と決定しまし

た。 

 

 以上、簡単でありますが、本委員会の報告といたします。 
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